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オープンデータ流通推進コンソーシアム 

分科会の設置とメンバー募集（案） 

資料７ 



1．分科会の設置 
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 オープンデータ流通推進コンソーシアム会員が主体的にオープンデータに関する検討を行う場を提供す
るため、利活用・普及委員会の下に分科会を設置する。 

 

【体制】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参加方法】 
  参加を希望する会員は下記情報を記載の上、事務局（opendata-c@mri.co.jp）までご連絡ください。 

 

利活用・ 
普及委員会 

気象データ分科会 

（調整中） 
自治体分科会 

自治体会員 

グループ 

法人会員 

グループ 自治体保有データの公
開・活用に関する課題
などをインプット 

  参加を希望する分科会名 

  団体名 

  分科会参加者（各団体代表者を1名決めてください） 
  分科会参加者連絡先（メールアドレス、電話番号） 
  分科会で果たす役割とアウトプット 

データガバナンス
委員会 

技術委員会 



２．自治体分科会 
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（１）設置の目的 

  自治体が保有するデータのオープンデータ化を推進するとともに、自治体データを活用したオープンデー
タに関するビジネスモデルを検討する。 

 

（２）検討内容 

  総務省の「情報流通連携基盤の自治体行政情報における実証」と連携し、各自治体における同一項目の
情報のオープンデータ化を試行し、可能性や課題を明らかにし、技術委員会・データガバナンス委員会にイ
ンプットする。実証実験で行われる情報サービスの開発コンテストへの参加や、開発コンテストで作成された
アプリケーションへの評価を通じ、自治体が提供するオープンデータを活用したビジネスモデルを検討する。 

 

（３）想定されるアウトプット 

 各自治体で公開される統一フォーマットに則った自治体情報 

 統一フォーマットで公開された自治体情報を活用したアプリケーション 

 開発された自治体情報を活用したアプリケーションを自社ビジネスに活用する場合の評価・検討 

 

（４）分科会開催方法 

 メーリングリストを活用した分科会メンバーによる議論 

 議論の進捗に応じて集合形式での会合の実施 

 

（５）参加資格 

  以下の条件を履行できること。 

自治体会員 「情報流通連携基盤の自治体行政情報における実証」と連携し自治体が保有するデータの
公開方法の検討を行うこと。 

法人会員 情報サービスの開発コンテストに参加しアプリケーションを開発すること、または、開発された
アプリケーションを自社の事業（新規事業分野含む）で活用するためのビジネスモデルペー
パーを作成すること。 



３．気象データ分科会（調整中） 
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（１）設置の目的 

  気象データの民間活用促進。 

 

（２）検討内容 

  気象庁の協力を得て、気象データの民間活用ニーズやビジネスモデル、活用促進に向けた課題と解決
策などを検討する。 

  詳細は、今後気象庁との協議の上、決定する。 



（参考）自治体実証の概要 
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○ ユーザニーズに基づいた自治体版の「情報流通連携基盤システム」を構築し、広く地方公共団体に普及展開できるモデルを策定する。
○ 広く普及展開可能なモデルを構築するためには、単に基盤システムを構築するだけでなく、情報流通連携基盤システムの設計思想のド
キュメント化、ニーズの高い自治体行政情報の特定、ポータルサイトの構築、自治体職員向けの補助ツールの整備、情報サービスの構築
によるメリットの可視化等を１つのパッケージとして整備する必要がある。

実施主体： エヌ・ティ・ティ・データ （LODイニシアティブ、日本マイクロソフト、インディゴ、jig.jp）
連携主体： 横浜市、鯖江市

サービス利用者
（地元住民）

情報流通連携基盤システム

データ提供者
（自治体職員）

自治体行政情報データベース

①登録

ボキャブラリ

【データ規格の構築】

・識別子の検討
・ボキャブラリの構築
・RDFスキーマの構築

【重点自治体行政情報の特定に係る
調査等】

・利活用ニーズの調査
・展開可能性の調査
・ニーズのあるサービス分野の調査
・公開・二次利用不可根拠の調査

【情報流通連携基盤システムの構築】
・簡易なシステム設計
・設計思想、手順のドキュメント化
・API、自治体行政情報DBの構築
・データ変換ツールの整備
・自治体職員向けのマニュアルの整備
・アンケート・ヒアリングによる基盤ステムの検証

データポータル

ボキャブラリリンク／データリンク

【自治体行政情報のオープンデータ
化の実証】

・重点自治体行政情報のWeb公開・データ
ポータルサイトの構築

・一般公募による情報サービスの開発

【「オープンデータ流通推進コンソーシアム」との連携・協力等】

データ利用者
（情報サービス
開発事業者）

【情報サービス
の開発】
・4以上の情報サー
ビス
・開発者サイト構築

⑤サービス提供

【継続運用・普及に係る計画の策定等】

RDFスキーマ

マニュアルデータ変換ツール

②所在確認

③内容確認

④データ取得

H25年度オープンデータ実証実験（例） 自治体行政情報

出所：総務省 


